
更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。
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　全国地方銀行協会の提案（以下「提案」という。）においては，この企業結合ガイドラインについ
て，有体物を前提とした記載となっており，金融サービスを提供している地方銀行にとって審査
の透明性や予測可能性を高める機能を果たしていないとの指摘がなされている。この点，企業
結合ガイドライン第２の１において明示しているとおり，「商品」という語の中には「役務」が含ま
れ，記述を簡潔にする観点から単に「商品」という語を使用しているにすぎない。企業結合ガイド
ラインの一部例外的な記述において，商品のみを念頭に置いた記述が存在するのは事実である
が，大部分の記述は「商品」を「役務」と置き換えることで，役務に関する企業結合審査の考え方
は明確になっている。
　また，企業結合ガイドラインにも記載のあるとおり，公正取引委員会は審査の透明性や予測可
能性を高めるため，企業結合を計画している事業者の参考に資すると思われる事案について
は，その審査内容を公表してきており，例えば，メディアドゥと出版デジタル機構の統合案件（電
子書籍取次業）（平成２８年度），損保ジャパン日本興亜ホールディングスとメッセージの統合案
件（介護事業）（平成２７年度）など，役務に関する多数の事案について，企業結合ガイドラインに
基づき審査を行い，その結果を公表してきている。
地方銀行に関する案件についても，公正取引委員会は，過去１０年間で１５件の事例について企
業結合ガイドラインに基づく審査を実施している。直近の事例である第四銀行と北越銀行の統合
案件についても同様に審査を行っており，審査の結果については，公表文において，具体的に
ガイドラインに沿ってどのような判断を行ったのかを明らかにしている。
　また，提案の中では，地方銀行については，民間企業であると同時に，地域経済におけるイン
フラを提供する公共的使命を負っているとの考え方が示されている。この点，金融機関につい
て，地域経済におけるその必要性や役割といった観点から「経済インフラ」，「社会インフラ」，「地
域金融インフラ」等と呼ばれることもあると承知しているが，公正取引委員会は，銀行が，経営の
安定性確保のために他の銀行等と企業結合することを否定しているものではない。
　しかしながら，計画された企業結合の結果，取引先，需要者や消費者の選択肢が狭まる一
方，当事会社が有利な立場となり，利益が上がることで，当事会社の経営の安定性確保という
目的が達成されるということでは，取引先等に不利益が及ぶだけでなく，少し長い目で見れば，
当事会社の競争力も損なわれることになり，健全な社会インフラの機能も果たせなくなると考え
る。このため，このような独占禁止法上問題となる形での企業結合は避けていただき，数ある再
編の選択肢の中から別の方法を考えていただいた方がよいと考える。
　さらに，提案においては，地方銀行を当事会社とする企業結合審査について，地域における貸
出額シェア等に基づく画一的な判断が行われるべきではないとの指摘がなされているが，公正
取引委員会は，これまでも，企業結合審査を行う際に，県内シェアにより画一的に判断すると
いったことは行っていない。
　公正取引委員会は，個別事案の企業結合審査において，企業結合ガイドラインの考え方に従
い，当事会社や競争事業者のシェアだけで判断するのではなく，当事会社間の従来の競争状
況，競争者の供給余力等を含めて競争者からの圧力を評価するとともに，輸入圧力，参入圧
力，隣接市場からの競争圧力，需要者からの競争圧力等の様々な考慮要素を総合的に勘案し
て，当該企業結合が独占禁止法に違反するかどうか判断している。
　実際に，第四銀行と北越銀行の統合事案においても，競争上の影響が最も大きいと考えられ
たため重点的に審査を行った「事業性貸出し」について，企業結合ガイドラインの考え方に従い，
以下のとおり，提案において具体的な指摘のなされている①から⑤までの点についての検討も
実施した上で慎重な判断を行っている。
　① について　需要者がどの金融機関と取引を行っているか（中小企業の約６割が当事会社以
外の競争事業者からも借入れを行っている）や，需要者がどの金融機関を代替性が高いとみて
いるのか等について，ヒアリングやアンケート調査等を踏まえつつ判断している。
　② について　参入についても，企業結合ガイドラインの考え方に沿って検討を行っており，制度
上の参入障壁は存在しないものの，過去5年間の参入実績や新店舗の設置を予定する金融機
関の有無といった実態を調べた上で，本件においては参入圧力がないものと認定している。
　③ について　いわゆるフィンテック企業やクラウドファンディングによるものなど，従来の金融機
関からの借入れ以外の新たな借入れについても，実態を踏まえ，本件における事業性貸出しに
ついてはそうした借入れの実績は認められず，また，当面競争圧力として働くことは見込まれな
いとの判断を行っている。
　④及び⑤について　インターネットなどの通信端末を介した取引を中心とする，いわゆるネット
銀行による事業性貸出しの実態についても調査したが，新潟県においては貸出し実績は確認で
きなかった。また，新潟県に支店を置く八十二銀行等の他県の地銀や都市銀行からの競争圧力
についても適切に評価したほか，新潟県外に所在する金融機関の店舗からの競争圧力につい
ても分析したが，そのような県外の店舗から借入れを行っている中小企業はほとんど存在しない
実態等を踏まえ，中小企業向けの事業性貸出しについて県外に所在する店舗からの競争圧力
は働いていないと認定した。
　提案の中では「金融仲介の改善に向けた検討会議報告『地域金融の課題と競争のあり方』（平
成30年４月）」において，地域シェアの高低と貸出金利の高低には相関はないとされていることが
引用されているが，各金融機関の金利は当該金融機関のシェアだけでなく地域ごとの特性（優
良顧客の割合等）や当該金融機関の戦略（ターゲットとする顧客層等）等に応じて決まるもので
ある。一般に，それらを考慮に入れずにシェアのみで分析しても，妥当な結論は得られない。
　また，一般に，競争の活発でない県においては，シェアの高い金融機関でもシェアの低い金融
機関でも金利は高止まりすると考えられることから，必ずしもシェアの高い金融機関ほど金利が
高い（金利の低下幅が小さい）という仮定を置いて分析すること自体適切ではない。
　なお，日本銀行の分析（金融システムレポート別冊シリーズ（2015年５月））によれば，クロスセ
クションのデータを用いた分析で，HHIが高いほど金利が高いとの結果が紹介されている。
　また，提案において，経営統合後の状況については金融庁によるモニタリングが可能であると
されている。
この点，貸出金利等のモニタリングには，企業結合によって失われる競争を回復する効果はな
く，また，当事会社の重要な競争手段である金利設定等を直接的に規制し，当事会社による創
意工夫の余地を著しく狭めるものであり，結果的に当該市場の活性化を阻害することにもつなが
るものであることから，当初に届け出た内容の企業結合では失われてしまう競争を回復し，引き
続き競争が維持されるようにするための問題解消措置として，これだけで適切なものとは言えな
い。

地方銀行の経営戦略上の選択肢を拡大する観点から、地域金融分野の企業結合審査に関
する運用指針を新設する。
新設する運用指針は、地域シェア等の画一的な基準を偏重することなく、経営統合の目指
すビジネスモデルやその実践を総合判断する。

【提案理由】
わが国は、本格的な少子高齢化・人口減少時代を迎えており、東京をはじめとする大都市へ
の人口集中も進行している。また、未曾有の金融緩和政策の長期化に伴い、地方銀行の基
礎体力は徐々に奪われつつある。こうした厳しい環境の下、地方銀行各行が持続可能なビ
ジネスモデルを追求しており、地域経済の中長期的な発展に寄与していく観点から、徹底し
た経営の効率化や、複数行によるアライアンス、他業態との提携などと同様に、経営統合も
また、経営戦略上の重要な選択肢の一つとなっている。

ところで、公正取引委員会は、経営統合事案が、独占禁止法（以下、法）の禁じる「一定の取
引分野における競争を実質的に制限することとなる場合」（法第10条～第16条）に該当しな
いよう、審査を行っている。審査にあたっては、「法運用の透明性」や「事業者の予測可能
性」を高めるため、「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」（以下、指針）を策定・
公表している。

指針は、「一定の取引」の対象を「役務」を含む「商品」としている（指針　第２一定の取引分
野　１一定の取引分野の画定の基本的考え方）。しかしながら、指針における説明・例示は、
「商品」が有体物であることを念頭において記述されている（例えば、「（ある商品が取引対象
商品と同一の用途に用いられ得るかは）「商品の大きさ、形状等の外形的な特徴や、強度、
可塑性、耐熱性、絶縁性等の物性上の特性、純度等の品質、規格、方式等の技術的な特徴
などを考慮して判断される」」＜指針　第２一定の取引分野　２商品の範囲　（1）用途＞）。こ
のため、有体物ではなく、金融サービスを提供している地方銀行にとって、指針は、その本
来の目的とする、審査の透明性や予測可能性を高める機能を果たしていない。

地方銀行は、株式会社形態の一民間企業であると同時に、地域経済におけるインフラを提
供する公共的使命を負っている。こうした認識のもと、人口減少地域においても可能な限り
店舗網を維持し、幅広い顧客に金融サービスを提供していく努力を続けており、そのための
コストも負担している。経営統合が最善の選択肢と判断されるにもかかわらず、それが実行
に移せない場合には、地域経済に対するインフラ機能の提供や中長期的な発展への貢献
が十分にできなくなるおそれがある。

こうした事態を回避する観点から、地方銀行を当事者とする企業結合審査に関する独占禁
止法の運用指針の新設・公表を要望する。また、新たに策定する指針においては、次のよう
な、銀行業務の高い代替性や近年における情勢変化を踏まえ、地域における貸出額シェア
などに基づく画一的な判断が行われることがないよう要望する。
①　銀行の提供する金融サービスは均質性が高いほか、企業は複数の金融機関と取引を
行っており、供給者・需要者の双方からみて代替性が高いこと。
②　金融機関店舗の設置は届出により可能であり、一定地域に競争制限により超過利潤が
発生した場合には、他地域の金融機関による店舗新設を伴う本格的な参入が容易であるこ
と。
③　銀行以外の企業による、代替的な金融サービスの提供が拡大していること（例えば、各
種アプリを利用した送金。投信等を利用した資産運用。リース、各種ファンド、クラウドファン
ディングを利用した資金調達）。
④　インターネット・バンキングなどネット化の進展や高速交通網の整備により、隔地間の金
融取引が一層容易になっていること。
⑤　近隣金融機関同士の経営統合や連携が進んでおり、金融取引の地理的範囲が拡大し
ていること。

現実に、全国各地の金融機関間では、極めて活発な競争が行われている。また、地域シェ
アの高低と貸出金利の高低には相関はない旨の分析結果が示されている（「金融仲介の改
善に向けた検討会議報告『地域金融の課題と競争のあり方』」＜2018年4月＞）。

経営統合後の状況については、金融庁が、金利などの融資条件や金融サービスの質をモニ
タリング可能であり、競争制限的な行為が金融の円滑を妨げる場合には、金融監督上の是
正命令が発動される仕組み（銀行法第26条第1項）となっている。また、仮に、競争の実質的
制限が生じた場合にも、公正取引委員会は、必要に応じて独占禁止法に基づく排除措置命
令の発動により、対処できる仕組みとなっている。金融監督上の是正命令や競争政策上の
排除措置命令は、実際に発動するまでもなく、命令の存在自体が競争制限的な行動に対す
る強い抑止効果を持つと考えられる。

なお、公正取引委員会は、経営統合後の地域シェアが高すぎると判断した場合には、統合
当事者に店舗や貸出債権の譲渡等の対応を求める場合がある。しかしながら、こうした対応
が顧客の同意を得ずに行われれば、企業と金融機関で構築してきた中長期的な取引・信頼
関係を損ない、顧客に不安・不利益をもたらすと考えられる。

一般社団
法人全国
地方銀行
協会

公正取引委
員会

　競争を実質的に制限することとなる企業結合は，独占禁止法に違反するものとして
禁止される（独占禁止法第１０条等）。公正取引委員会は，需要者にとって代替的な商
品・役務はどの範囲か，また，どの地域の供給者から商品・役務を調達できるかという
観点から一定の取引分野（市場）の範囲の画定を行った上で，企業結合により競争を
実質的制限することとなるかどうか，つまり，需要者にとって十分な選択肢が確保でき
なくなるような状況になるかどうかという観点から独占禁止法上の問題の有無の検討
を行っている。
　　公正取引委員会は，こうした企業結合審査を行う際の考え方を「企業結合審査に
関する独占禁止法の運用指針」（いわゆる「企業結合ガイドライン」）として公表してい
るが，上記の市場画定や独占禁止法上の問題の有無の判断基準は欧米等の諸外国
の競争当局が採用する判断基準と同様であり，国際的にみて標準的なものである。各
国の競争当局とも上記のような国際標準の判断基準に基づき企業結合審査を行って
おり，銀行業における統合案件に係る企業結合審査も同様である。
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提案事項 提案の具体的内容等

※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。

◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項

○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

※「ワーキング・グループにおける処理方針」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、各ワーキング・グループが以下のとおり判断したものです。

◎：各ＷＧで既に検討中又は検討を行う事項

○：所管省庁に再検討を要請(「◎」に該当するものを除く)する事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。
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※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。

◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項

○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
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※「ワーキング・グループにおける処理方針」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、各ワーキング・グループが以下のとおり判断したものです。

◎：各ＷＧで既に検討中又は検討を行う事項

○：所管省庁に再検討を要請(「◎」に該当するものを除く)する事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

300914013
30年

9月14日
30年

10月11日
30年

12月18日

地域活性化ファン
ドに限定した5％
ルールの要件緩和

（１）要望の具体的内容
 地域活性化ファンドを組成する際、銀行本体でＧＰ（無限責任組合員）となると、
5％ルールに抵触するため少額出資しかできない。銀行本体で、管理運営ができ
るＧＰ（無限責任組合員）について、地域活性化ファンドを組成する場合に限り、
5％ルールを撤廃していただきたい。

（２）要望理由（弊害の具体的内容等）
 現状、地域活性化ファンドを組成する際、銀行は、ＧＰとしてファンドに出資を行い
つつ管理・運営を行う場合と、ＬＰとしてファンド出資のみを行う場合がある。
このうちＧＰは、議決権保有規制（5％ルール）の規制対象となっており出資額が限
定されるため、その額以上に出資を希望する際には、銀行の関連会社（連結子会
社であるリース会社、ベンチャーキャピタル等）がＧＰとなり管理・運営を行ない、銀
行はＬＰとして出資のみを行う場合が多く、また、関連会社では、専門知識を持った
人員が不足していることから、積極的にファンドを組成することが難しい要因となっ
ている。
現行規制は、銀行による事業支配力の過度な集中の未然防止や、銀行が本業以
外の事業により健全性を損なうことがないようにするためと解されるが、地域活性
化ファンド組成に限れば、規制の実効性は十分に確保されると考えられる。また、
出資に係る規制が緩和されれば、銀行が、ファンドの管理・運営面と資金面の両
面で関与することが可能となり、ファンド組成の活性化が期待できることから要望
するものである。

（３）制度の現状
地域活性化ファンドを組成する際、銀行本体でＧＰ（無限責任組合員）となると、議
決権保有規制（5％ルール）に抵触するため少額出資しかできない。

一般社団
法人第二
地方銀行
協会

公正取引委
員会
金融庁

　独占禁止法第11条第１項では，銀行業又は保険業を営む会社（以下「銀行等」とい
う。）が他の国内の会社の株式に係る議決権（以下単に「議決権」という。）をその総株
主の議決権の５％（保険業を営む会社にあっては10％。以下同じ。）を超えて有するこ
ととなる場合における議決権の保有等を規制しています。ただし，同項第４号により，
銀行等が投資事業有限責任組合の有限責任組合員（以下単に「有限責任組合員」と
いう。）となり，組合財産として株式を取得等することにより議決権を保有等する場合に
ついては，同項の適用が除外されています。
　しかしながら，有限責任組合員が議決権を行使することができる場合，議決権の行
使について有限責任組合員が投資事業有限責任組合の無限責任組合員（以下単に
「無限責任組合員」という。）に指図を行うことができる場合及び当該議決権を有するこ
ととなつた日から政令（独占禁止法施行令第17条）で定める期間（10年）を超えて当該
議決権を保有する場合については同項が適用されるため（同項第４号ただし書），これ
らに該当する場合には，あらかじめ公正取引委員会の認可を受ける必要があります
（同項ただし書）。
　無限責任組合員による議決権の保有等は，同項の適用除外に該当しないため，他
の国内の会社の総株主の議決権の５％を超えて保有等する場合には，あらかじめ公
正取引委員会の認可を受ける必要があり（同項ただし書），認可制度の運用におい
て，銀行等による当該議決権の保有等の必要性，当該議決権の保有等による銀行等
の事業支配力増大のおそれの有無及びその程度，並びに株式発行会社の属する市
場における競争への影響を考慮して，認可の可否が判断されることとなります。
　また、銀行法においても銀行の一般事業会社の議決権の保有については、上限規
制（銀行本体とその子会社で合算５％以下）が課せられています。

独占禁止法第１１
条
銀行法第16条の４

対応不可

　独占禁止法第11条の規制の趣旨は，銀行等による事業支配力の過度の集中を防
止することにあります。有限責任組合員は，出資先の事業支配を目的とするものでは
なく，その成長発展を支援することを通じて自らキャピタル・ゲインを得ることを目的と
していることから，独占禁止法が禁ずる他社の事業支配の可能性は通常認められず，
同条第１項第４号に基づき同項の適用を除外している一方，銀行等が無限責任組合
員となる場合については，事業支配が認められるため，同項が適用されます。
　このような事情を踏まえると，銀行が地域活性化ファンドの無限責任組合員として他
の国内の会社の議決権をその総株主の議決権の５％を超えて保有等しようとする場
合，当該保有等による事業支配力増大の有無等について，認可制度を通じて審査さ
れる必要があります。
　また、銀行法上の５％ルールは、銀行が本業以外の事業を行うことにより、経営や財
務の健全性を損なうことがないようにする他業禁止の趣旨の徹底を図るために設けら
れているものです。この点、地域活性化ファンドへ出資する場合であっても同様に、銀
行の経営等の健全性を損なうおそれがあると考えられるため、当該規制を撤廃するこ
とは困難です。
なお、銀行本体がファンドの無限責任組合員として、ファンド業務に従事することは、
銀行の業務範囲規制に抵触する可能性があります。

◎

　貸出金利等のモニタリングの措置が問題解消措置として妥当なものとして認められ
るのは，複数事業者による競争が成立し得ないほど市場規模が小さいなどのため，そ
もそも引き続き競争が維持されるようにするための問題解消措置が考えられないと
いった例外的な場合や，競争を回復させるための措置を講じるまでに一定の期間を要
するケースで当該措置を講じるまでの間に暫定的に用いられる場合などに限られる。
　なお，企業結合により競争の実質的制限が生じた場合に，事後的に当事会社に対し
て株式の処分等を命ずることは，事業者にとっての負担が大きいこと等から，一定規
模の事業者が企業結合する場合には，公正取引委員会に事前に届出を行い，公正
取引委員会が当該企業結合によって競争を実質的に制限することとなるか否か審査
を行う仕組みとなっている。企業結合の届出受理後の一定の期間内に公正取引委員
会が当該企業結合に対して排除措置命令を行わなかった場合，企業結合の実施後に
競争の実質的制限が生じたとしても，その時点で排除措置命令を発出することはでき
ない制度となっている。
　公正取引委員会は，届出のあった企業結合計画について，それが独占禁止法に違
反するかどうかを判断するものであり，当該企業結合計画が独占禁止法に違反する
場合，当事会社がどのように対応するか（当該企業結合計画を断念し別の企業結合
計画を考えるか，必要な問題解消措置を採るかなど）は、当事会社の判断に委ねられ
る。また，当事会社が問題解消措置を採る場合，当初に届け出た内容の企業結合で
は失われてしまう競争を回復し，引き続き競争が維持されるようなものである必要が
あるが，問題解消措置としてどのような措置を講じるかを約束し，これを実行するのは
当事会社であるため，公正取引委員会は，当事会社が実行可能と判断した具体的な
問題解消措置の提示を受けて，検討を行うこととなる。
　公正かつ自由な競争環境が損なわれると，銀行から融資を受けている中小企業な
どの需要者にとって十分な選択肢がなくなる結果，需要者が不利益を被るだけでなく，
企業結合の当事会社が創意工夫を凝らし，経営資源を活用して新たな需要を創出す
る等の努力を放棄することとなるため，企業結合の当事会社にとっても成長の機会を
逸することとなり，ひいては経済全体の活性化をも損なうこととなる。
　公正取引委員会は，引き続き，公正かつ自由な競争を維持し，経済の持続的な発展
と需要者・消費者の利益を確保するため，競争の実態を的確に把握し，競争が実質的
に制限されることとなるかどうか，需要者，例えば，銀行から融資を受けている中小事
業者にとって十分な選択肢が確保できなくなるような状況になるかどうかといった，企
業結合が競争に与える影響を慎重に審査し，適正に判断していく。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等 対応の
分類

対応の概要

ワーキン
グ・グルー
プにおける
処理方針

提案
主体

所管
官庁

所管省庁の検討結果
規制改革
推進会議
における
再検討項
目

受付番号 受付日
所管省庁
への検討
要請日

内閣府で
の回答取
りまとめ

日

提案事項 提案の具体的内容等

※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。

◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項

○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

※「ワーキング・グループにおける処理方針」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、各ワーキング・グループが以下のとおり判断したものです。

◎：各ＷＧで既に検討中又は検討を行う事項

○：所管省庁に再検討を要請(「◎」に該当するものを除く)する事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

300928119
30年

9月28日
30年

11月1日
30年

11月27日

改正銀行法下での
独禁法上の５％
ルールの銀行/持
株会社での平仄

【制度の現状(現行規制の概要等)】
平成29年に施行された銀行法の下では、銀行業高度化等会社（銀行法第16条の2
第1項第12号の3）として認可を得れば、銀行法上の子会社、関連会社（以下。「新
会社」という。）とすることが可能。
然しながら、独禁法では、新会社の株式を保有する主体が「銀行」となる場合、独
禁法上の5％ルール（独禁法第11条1項）に抵触することになり、別途、独禁法上の
審査が必要となる。
なお、独禁法第11条1項は、あくまで「銀行」による保有を制限しているため、持株
会社による保有に関しては独禁法の審査は発生しない。
また、株式の保有主体が銀行であっても、新会社が、銀行法上の従属業務又は金
融関連業務を専ら営む会社等に該当する場合は、独禁法上の「他の国内の会社」
から除外されるため（独禁法第10条第3項、同第11条第1項、「私的独占の禁止及
び公正取引の確保に関する法律第十条第三項に規定する他の国内の会社から
除くものとして公正取引委員会規則で定める会社を定める規則」）、独禁法の制約
なく銀行が当該会社の株式を保有することが可能。

【具体的要望内容】
銀行業高度化等会社を「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第十
条第三項に規定する他の国内の会社から除くものとして公正取引委員会規則で
定める会社を定める規則」に追加。

【要望理由】
銀行業高度化等会社の株式の保有主体が、銀行か持株会社かで、独禁法上の手
続きが異なっており、平仄が取れていない。
経営戦略上、銀行が銀行業高度化等会社を保有するオプションもあり得るが、独
禁法上の認可が発生するため取り得るオプションが制限される。

都銀懇話
会

公正取引委
員会

　独占禁止法第11条第１項では，銀行業又は保険業を営む会社が他の国内の会社の
株式に係る議決権（以下単に「議決権」という。）をその総株主の議決権の５％（保険
業を営む会社にあっては10％）を超えて有することとなる場合における議決権の保有
等を規制しています。
　この制限を超過する議決権の保有等は，あらかじめ公正取引委員会の認可を受け
る必要があり（同項ただし書），認可制度の運用において，申請会社による当該議決
権の保有等の必要性，当該議決権の保有等による申請会社の事業支配力増大のお
それの有無及びその程度，並びに株式発行会社の属する市場における競争への影
響を考慮して，認可の可否が判断されることとなります。
　なお，独占禁止法第10条第３項に規定する「他の国内の会社」から除外された会社
の議決権を保有等する場合，当該議決権の保有等は同条第１項等の規制対象とな
り，一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなるか審査されることとな
ります。

独占禁止法第11条

私的独占の禁止及
び公正取引の確保
に関する法律第10
条第３項に規定す
る他の国内の会社
から除くものとして
公正取引委員会規
則で定める会社を
定める規則

対応不可

独占禁止法第11条の規制の趣旨は，銀行等が一般の事業会社と結び付くことによる
競争上の問題を防止することにあるため，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関
する法律第10条第３項に規定する他の国内の会社から除くものとして公正取引委員
会規則で定める会社を定める規則（以下「第10条第３項規則」という。）で規定する会
社は，特定目的会社及び金融に関連する業務を営む会社に限られています。これに
対し，情報通信技術その他の技術を活用した当該銀行の営む銀行業の高度化若しく
は当該銀行の利用者の利便の向上に資する業務又はこれに資すると見込まれる業
務を営む会社（以下「銀行業高度化等会社」という。〔銀行法第16条の２第１項第12号
の３〕）には，一般の事業会社も含まれます。
　このような事情を踏まえると，銀行が，銀行業高度化等会社の議決権をその総株主
の議決権の５％を超えて保有等しようとする場合，当該保有等による事業支配力増大
の有無及び株式発行会社の属する市場における競争上の問題の発生のおそれの有
無について，認可制度を通じて審査される必要があります。

　独占禁止法第11条第１項第４号が議決権保有に係る期間制限を設けているのは，
同項本文に規定する議決権保有規制の適用を除外する期間を，議決権保有が投資
目的であることが担保され，事業支配を目的とする議決権保有ではないと認められる
期間に限る趣旨ですが，組合契約上，議決権の行使及びその指図を行うことができな
い場合であっても，議決権保有を背景とした実質的な影響力の行使等により，事業支
配力の過度の集中等の問題が生じるおそれが否定できないことから，期間制限を撤
廃することは適当ではありません。
　なお，当該期間を超過する議決権の保有に係る認可の基準については，「「日本再
生加速プログラム」について（平成24年11月30日閣議決定）」を踏まえ，予見可能性を
高める観点から明確化が図られたところであり（平成26年４月に「独占禁止法第11条
の規定による銀行又は保険会社の議決権の保有等の認可についての考え方」を改
正），対応済みです。

対応不可

独占禁止法第11条

独占禁止法施行令
第17条

　独占禁止法第11条第１項では，銀行業又は保険業を営む会社（以下「銀行等」とい
う。）が他の国内の会社の株式に係る議決権（以下単に「議決権」という。）をその総株
主の議決権の５％（保険業を営む会社にあっては10％）を超えて有することとなる場合
における議決権の保有等を規制しています。ただし，同項第４号により，銀行等が投
資事業有限責任組合の有限責任組合員（以下単に「有限責任組合員」という。）とな
り，組合財産として株式を取得等することにより議決権を取得等する場合については，
同項の適用が除外されています。
　しかしながら，当該議決権を有することとなった日から政令（独占禁止法施行令第17
条）で定める期間（10年）を超えて当該議決権を保有する場合等については同項が適
用されるため（同項第４号ただし書），当該期間を超えて議決権を保有しようとするとき
は，あらかじめ公正取引委員会の認可を受ける必要があります（同項ただし書）。
　当該期間を超過する議決権の保有は，認可制度の運用において，キャピタルゲイン
を得ることを目的とした当面の期間の議決権の保有であると認められる等の要件を満
たせば，一定の期限を付して認められます。

30年
11月1日

30年
9月28日

300928118
公正取引委
員会

都銀懇話
会

【制度の現状(現行規制の概要等)】
銀行がファンドにＬＰ出資した場合、銀行法上の議決権保有規制においては、ファ
ンドが保有する議決権は、原則として含まれないこととされている（銀行法施行規
則第1条の3第1項第3号）。以前は、10年を超えてファンドが保有する議決権は、斯
かる対象から除外されていたが、平成26年4月改正により撤廃されている。
一方、独禁法は同種の制約が引き続き残っており（独禁法第11条第1項第4号、同
施行令第17条）、銀行法と独禁法で齟齬が生じている。

【具体的要望内容】
銀行等の議決権保有規制の適用除外事由から除かれる場合として規定されてい
る独禁法第11条第１項第４号の「政令で定める期間を超えて保有する場合」を撤
廃。

【要望理由】
銀行が、ファンドへのＬＰ出資を通じた株式出資により企業に資金供給している場
合において、当該企業の取り巻く環境等によっては、必ずしも10年以内にファンド
が株式を売却することができないケースもありうる。
この場合、改正前の銀行法施行規則においては、10年を超えてファンドが保有す
る議決権は、議決権保有規制の適用除外から除かれており、10年を超えたときか
ら、議決権としてカウントする必要が生じていた。
しかし、平成26年4月改正により斯かる制約は撤廃されており、ファンドが10年を超
えて保有した場合も、議決権としてカウントする必要はない。
一方で、独禁法においては、引き続き同様の制約が残っており、ファンドが10年を
超えて保有する場合は、議決権保有規制上の議決権として合算する必要があり、
5％を超えて保有することは禁止される。そのため、ＬＰに銀行が含まれる場合にお
いては、組合の存続期間を10 年以内とすることが一般的とされており、10年を超
える長期的な投資の妨げとなっている懸念がある。公正取引委員会の認可を受け
れば、5％超であったとしても10年経過後も保有することが可能であるが、認可を
必ず取得できるか否かはファンド組成段階では不明確である。
独禁法上の議決権保有規制は、銀行による事業支配力の過度な集中の未然防止
と解されるが、ファンドの投資先の会社の議決権を行使する権限を有するのはGP
のみであり、ＬＰは当該権限を有さず、また、（独禁法11条1項4号において除外さ
れているとおり）議決権行使についてＧＰに指図することができないことが契約書に
定められている。よってたとえ10年を超えてＬＰ出資をしていても、ファンドの投資
先の会社に対しＬＰである銀行の支配力が生じることはないことから、所有期間の
制限は設けなくとも規制の実効性は十分に確保できるものと考えられ、銀行法との
齟齬は撤廃して頂きたい。

独禁法上の５％
ルールの緩和

30年
11月27日



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等 対応の
分類

対応の概要

ワーキン
グ・グルー
プにおける
処理方針

提案
主体

所管
官庁

所管省庁の検討結果
規制改革
推進会議
における
再検討項
目

受付番号 受付日
所管省庁
への検討
要請日

内閣府で
の回答取
りまとめ

日

提案事項 提案の具体的内容等

※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。

◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項

○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

※「ワーキング・グループにおける処理方針」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、各ワーキング・グループが以下のとおり判断したものです。

◎：各ＷＧで既に検討中又は検討を行う事項

○：所管省庁に再検討を要請(「◎」に該当するものを除く)する事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

300928217
30年

9月28日
30年

11月1日
30年

11月27日

出版物（書籍・雑
誌）に対して、「時
限再販制度」の導
入について

出版物（書籍・雑誌）全てに「時限再販制度」の導入についてご検討をいただきた
い。出版物の再販制度のメリットである「同じ価格で、誰もが平等に本を買えるよう
にする」、「小さな出版社でも自由に出版活動を行えるようにする」ことは理解でき
るが、小売業としては、「売れ行きが悪いから値下げして売る」等の行為は必要で
ある。まずは、全ての出版物に対して「時限再販制度」の導入をご検討いただきた
い。

（一社）日
本フラン
チャイズ
チェーン協
会

公正取引委
員会

　商品の供給者がその商品の取引先である事業者に対して再販売する価格を指示
し，これを遵守させることは，原則として，独占禁止法第２条第９項第４号（再販売価格
の拘束）に該当し，同法第19条に違反するものですが，同法第23条第４項の規定に基
づき，著作物（書籍・雑誌，新聞及びレコード盤・音楽用テープ・音楽用ＣＤの６品目を
いう。以下同じ。）については，例外的に同法の適用が除外されています。この著作物
の再販適用除外制度は，あくまで再販行為を行っても例外的に同法を適用しないとい
うものであって，再販行為を行うことが制度として義務付けられているものではありま
せん。
　公正取引委員会では，著作物の再販適用除外制度の下においても，可能な限り運
用の弾力化等の取組が進められることによって消費者利益の向上が図られるよう，関
係業界に対し，再販契約の対象商品となった後においても出版社の意思で契約の対
象から外す時限再販等による運用の弾力化の取組を促しています。
　現に，出版社の中には，時限再販を実施している出版社もあります。

・独占禁止法第２
条第９項第４号，第
19条，第23条第４
項

現行制度
下で対応
可能

　時限再販については，現状においても，出版社の意思により出版物（書籍・雑誌）を
対象に実施することは可能となっています。
　現に，出版社の中には，時限再販を実施している出版社もあります。
　公正取引委員会では，著作物の再販適用除外制度の下においても，可能な限り運
用の弾力化等の取組が進められることによって消費者利益の向上が図られるよう，引
き続き，関係業界に対し，同制度の運用の弾力化の取組を促して参ります。

独占禁止法第11
条における信託勘
定に対する議決権
保有規制の見直し

30年
12月18日

30年
11月16日

30年
10月18日

301018003

【提案の具体的内容】
独占禁止法第11条に定める銀行に対する議決権保有規制につき、信託銀行が信
託勘定で保有する株式に係る議決権（委託者等が議決権を行使できる場合等を
除く。以下同じ。）について、規制の対象から除外していただきたい。

【提案理由】
・独占禁止法第11条に定める議決権保有規制については、平成26年4月1日付「独
占禁止法第11条の規定による銀行又は保険会社の議決権の保有等の認可につ
いての考え方」（以下、ガイドライン）の改正により、信託銀行が信託勘定で保有す
る株式に係る議決権について、認可要件の一部撤廃等の認可条件が緩和された
ものの、依然事務負荷および信託勘定に係る株式に対する機動的・効率的な運用
への支障が残ることから、更なる緩和をお願いするもの。
・独占禁止法第11条は、「事業支配力の過度の集中の防止」および「競争上の問
題の発生の防止」の観点から、豊富な資金量を有し、融資を通じて他の会社に大
きな影響力を及ぼし得る銀行および保険会社に対して、株式に係る議決権の保有
規制を課している（信託銀行は銀行勘定と信託勘定で保有する株式に係る議決権
を合算し5％以内）。
・信託勘定で保有する株式に係る議決権は、委託者又は受益者が指図を行うこと
ができるものを除き、信託銀行が自己の意思に基づき行使することができるが、信
託法等の法令に則り信託の目的に従って受益者の利益のために行使するもので
あり、その行使結果を公表している。また、銀行勘定で保有する株式に係る議決権
とは分別して議決権行使を行う態勢を整えている。それにより、信託銀行の銀行勘
定が信託勘定を利用して事業会社と結び付くことによる競争上の問題の発生のお
それはない。
・一方で、当該規制を遵守するためには、銀行勘定・信託勘定間で部門の分離を
図っているにもかかわらず、銀行勘定・信託勘定それぞれで保有する株式に係る
議決権数の合計、および議決権を新たに保有する場合だけでなく発行会社の資本
政策（自己株式の取得等）によっても変動する議決権保有割合を管理する必要が
あり、そのための事務負荷、システム・ルール等の整備負担には重いものがある。
・また、ガイドライン改正により認可要件は緩和されたものの、信託銀行が信託勘
定で保有する株式に係る議決権が当該規制の対象から除外されない限り、依然、
認可が得られず、信託銀行が信託勘定で運用する株式について意図しないタイミ
ングでの処分を余儀なくされるリスクがあることから、認可申請が必要とならない範
囲内での株式の取得にとどめる、すなわち、一部の株式の取得を断念せざるを得
ず、受益者の利益の極大化を図ることの障害になりかねない。
・以上の趣旨を踏まえ、信託銀行が信託勘定で保有する株式に係る議決権につ
き、独占禁止法第11条に定める銀行に対する議決権保有規制の対象から除外し
ていただきたい。

　信託勘定で保有する議決権が信託法等の法令に基づき信託の目的に従って受益者
の利益のために行使するものであること等の信託勘定の特性については、現行の規
定においても既に考慮されており、１年間は認可を要せずに総株主の議決権の100分
の５を超える議決権を保有することが認められているとともに、認可を受ければ１年を
超えて保有することが可能です。
　加えて、提案者の要望内容も踏まえて、公正取引委員会は、「独占禁止法第11条の
規定による銀行又は保険会社の議決権の保有等の認可についての考え方」を改定
し、信託勘定で保有する議決権について、認可要件の一部を廃止するとともに、認可
に当たって期限を付さないこととするなど、規制を大幅に緩和したところです（平成26
年４月）。
　一方で、信託勘定で保有する議決権の行使と銀行勘定で保有する議決権の行使が
別個に行われる体制の確保については、法令上、これが担保されているものではあり
ません。当該体制が確保されていないことによって信託銀行が事業会社と結び付くこ
とによる競争上の問題の発生のおそれの有無は、認可制度を通じて審査される必要
があります。

対応不可独占禁止法第11条

　独占禁止法第11条第１項では、銀行業又は保険業を営む会社が他の国内の会社の
株式に係る議決権（以下単に「議決権」という。）をその総株主の議決権の５％（保険
業を営む会社にあっては10％）を超えて有することとなる場合における議決権の保有
等を規制しています。ただし、同項第３号により、金銭又は有価証券の信託に係る信
託財産として株式を取得等することによる議決権の保有等（信託勘定での議決権の保
有）については、同項の適用が除外されています。
　同条第２項では、第１項第３号の場合にあっては、信託銀行が委託者又は受益者か
ら指図を受けず議決権を行使できるような場合に限り、他の国内の会社の議決権をそ
の総株主の議決権の５％を超えて有することとなった日から１年を超えて当該議決権
を保有しようとするときは、あらかじめ公正取引委員会の認可を受けなければならない
とされています。
　この制限を超過する信託勘定での議決権の保有は、認可制度の運用において、信
託勘定で保有する議決権が銀行勘定で保有するものとは別個に行使され、かつ、こ
れを担保するための社内体制の整備がされていること等の要件を満たせば、期限を
付さず認められます。

公正取引委
員会

一般社団
法人信託
協会



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等 対応の
分類

対応の概要

ワーキン
グ・グルー
プにおける
処理方針

提案
主体

所管
官庁

所管省庁の検討結果
規制改革
推進会議
における
再検討項
目

受付番号 受付日
所管省庁
への検討
要請日

内閣府で
の回答取
りまとめ

日

提案事項 提案の具体的内容等

※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。

◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項

○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

※「ワーキング・グループにおける処理方針」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、各ワーキング・グループが以下のとおり判断したものです。

◎：各ＷＧで既に検討中又は検討を行う事項

○：所管省庁に再検討を要請(「◎」に該当するものを除く)する事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

310206033
31年

2月6日
31年

3月6日
31年

4月5日

独占禁止法第９条
(一般集中規制)の
廃止

【提案の具体的内容】
独占禁止法第９条(一般集中規制)については、企業の生産性向上につながる活
動を過度に制限・萎縮等させるものであり、廃止すべきである。

【提案理由】
昨今、経済のグローバル化が急速に進み、日本国内の市場においても海外企業
が参入して競争が促進されるなど、特定の国内企業グループが過度に集中するこ
とにより、支配力を有するような状況ではなくなりつつある。加えて、わが国は「総
人口・生産年齢人口の減少」という局面を迎え、大企業であっても市場の変化に対
応しながら、事業構造や事業領域を再構築していく必要に迫られている。
　しかし、日本市場での規模のみに着目して規制を課す一般集中規制により、既
存事業分野の売上や事業会社の資産が基準以下とならない限り、新規分野で競
争力を持つことができない弊害が生じている。
　仮に一般集中規制が廃止された場合でも、市場メカニズムの機能が妨げられる
ような企業結合については企業結合審査等の規制、その他の反競争的な行為に
ついては各種行為規制により対処でき、一般集中規制は必ずしも必要ではないと
考える。
　また、公取委は、９条ガイドラインの基準に該当することをもって直ちに法９条が
定める事業支配力の過度集中に該当することとなるものではないとしているが、本
規制の存在自体が、事業者に対し当該規制への該当の懸念を招き、その解消の
ための検証や、公取委への個別相談など、事業者の事業活動に制限或いは負担
が加えられていることは事実である。
　独占禁止法第９条が廃止されれば、日本の企業が、独占禁止法に基づく競争環
境を保持しつつも、柔軟な事業構造や事業領域の再構築を進めることができ、グ
ローバルな競争力の強化に繋がる。

（一社）日
本経済団
体連合会

公正取引委
員会

 独占禁止法第９条では、会社が他の国内の会社の株式を所有することにより、事業
支配力が過度に集中することとなる会社となること等を規制しています。「事業支配力
が過度に集中すること」とは、会社及び子会社その他当該会社が株式の所有により事
業活動を支配している他の国内の会社の総合的事業規模が相当数の事業分野にわ
たって著しく大きいこと、これらの会社の資金に係る取引に起因する他の事業者に対
する影響力が著しく大きいこと又はこれらの会社が相互に関連性のある相当数の事
業分野においてそれぞれ有力な地位を占めていることにより、国民経済に大きな影響
を及ぼし、公正かつ自由な競争の促進の妨げとなることをいいます。

独占禁止法第９条 対応不可

  独占禁止法第９条が規制する事業支配力の過度集中については、これにより、総合
的な事業能力の格差の拡大、協調関係の形成やその関係の他市場への波及、相互
取引（互恵取引）、排他的な取引関係の形成等が引き起こされる場合や、金融と商工
業が結び付いた結果、競争上の問題が広範に生じる場合があり、このような場合に
は、①事業者の市場への自由な参入が阻害される、②取引先の選択や取引条件の
設定についての事業者の自由かつ自主的な事業活動が制約される、③価格、品質、
サービスを中心とした公正な競争が妨げられるなどの弊害が生じ、市場メカニズムの
機能が妨げられ、この結果、競争にゆがみが生じるおそれがあります。同条の規制が
廃止された場合、独占禁止法第10条等の市場集中規制や同法第３条、第19条等の行
為規制の規制基準に達しないものの事業支配力の過度集中が生じ、それが問題と
なった場合であっても、そのような事態に有効に対処する手段が無くなることから、引
き続き、同法第９条を維持し、我が国における事業支配力の過度集中について監視し
ていく必要があると考えられます。

独占禁止法第９条
４項及び９条ガイド
ラインの改正

31年
4月5日

31年
3月6日

31年
2月6日

310206034

【提案の具体的内容】
独占禁止法第９条４項及び「事業支配力が過度に集中することとなる会社の考え
方」（以下、「９条ガイドライン」という。）について、現在の経済実態に即し、下記３
点を要望する。

①独占禁止法第９条第４項に基づく報告につき、報告時期、頻度を見直すべきで
ある。報告時期については、「毎事業年度終了の日から３月以内」と設定されてい
るが、時期を柔軟に対応できるようにすべきである。頻度については、例えば前年
と資産・事業分野売上に大きく変動のない企業については報告を免除する等の運
用を検討すべきである。
②９条ガイドライン上の「主要な事業分野」の業種について、一律に日本標準産業
分類３桁分類を使用するだけではなく、業種によっては２桁分類の使用も認めるな
ど、実態に合った報告とすべきである。
③９条ガイドライン上の「大規模な会社」の該当判断の基準を、一律的な総資産額
から事業分野ごとの基準とし、実態に合った報告とすべきである。

【提案理由】
　①これまでの公取委の回答として、「これ以上の措置は困難」との見解が示され
ているが、企業による報告負担のより一層の軽減余地はあると考えられる。法９条
４項に基づく報告につき、子会社等における売上再集計作業や数値精査稼動は依
然として大きく、個別に報告に向けた調査の体制を組んで対応する必要が発生す
る会社もあるなど、これら作業を短期間で行うことによる社員の負担は膨大なもの
になっている。
　②経済のグローバル化が急速に進み、国内の市場においても海外企業の参入
等により、急激に市場構造が複雑化している中、日本標準産業分類は頻繁に更新
されているものではなく、現行の３桁分類に基づく分類では、市場の融合や産業を
またがったイノベーション、シェアリングエコノミー等の新しいビジネス形態に対応
出来ないケースが想定される。そのような業界については２桁分類による報告を認
めることによって、ビジネスの実態に合った評価が可能となると考える。
　③「大規模な会社」の該当基準が一律に総資産額により判断されることにより、
事業者の事業活動に制限が加えられている。事業形態により必要となる資産規模
は異なり、不動産や設備を保有して行う事業においては資産が高くなる傾向があ
る一方、これらを保有しないサービス業等では必ずしも資産が高くはならないことも
あるなど企業の資産規模とその事業支配力の大小は必ずしも一致するものではな
い。一律的な総資産額から事業分野ごとの基準とする等によって、ビジネスの実
態に合った評価が可能となる。また、実態に即した基準により、新規事業への進出
や事業の多角化など、企業活動の活性化が期待される。

  提案者の要望内容も踏まえて、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法
律第九条から第十六条までの規定による認可の申請、報告及び届出等に関する規
則」を改正し、平成27年４月１日から施行したところです。当該規則改正により、報告に
要する作業負担は大幅に軽減されたものと考えます。このため、これ以上の見直しに
ついては措置困難です。また、同年３月31日公表のとおり、９条ガイドライン（「事業支
配力が過度に集中することとなる会社の考え方」）の定める基準は同法第９条第３項
が掲げる三つの会社グループの具体的な形態を示しているものであって、同ガイドラ
インの基準に該当することをもって直ちに同法第9条が定める事業支配力の過度集中
に該当することとなるものではありません。

対応不可独占禁止法第９条

  独占禁止法第９条では、 会社が他の国内の会社の株式を所有することにより、事業
支配力が過度に集中することとなる会社となること等を規制しています。「事業支配力
が過度に集中すること」とは、会社及び子会社その他当該会社が株式の所有により事
業活動を支配している他の国内の会社の総合的事業規模が相当数の事業分野にわ
たって著しく大きいこと、これらの会社の資金に係る取引に起因する他の事業者に対
する影響力が著しく大きいこと又はこれらの会社が相互に関連性のある相当数の事
業分野においてそれぞれ有力な地位を占めていることにより、国民経済に大きな影響
を及ぼし、公正かつ自由な競争の促進の妨げとなることをいいます。同法第９条第３
項が掲げる三つの会社グループの具体的な形態について９条ガイドライン（「事業支
配力が過度に集中することとなる会社の考え方」）で示されています。
　また、同法第９条４項に基づき、一定の要件に該当する会社は、事業年度終了日か
ら３か月以内に報告書を提出することとされています。

公正取引委
員会

（一社）日
本経済団
体連合会



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等 対応の
分類

対応の概要

ワーキン
グ・グルー
プにおける
処理方針

提案
主体

所管
官庁

所管省庁の検討結果
規制改革
推進会議
における
再検討項
目

受付番号 受付日
所管省庁
への検討
要請日

内閣府で
の回答取
りまとめ

日

提案事項 提案の具体的内容等

※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。

◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項

○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

※「ワーキング・グループにおける処理方針」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、各ワーキング・グループが以下のとおり判断したものです。

◎：各ＷＧで既に検討中又は検討を行う事項

○：所管省庁に再検討を要請(「◎」に該当するものを除く)する事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

310206036
31年

2月6日
31年

3月6日

【提案の具体的内容】
地域活性化ファンドを組成する際、銀行本体でＧＰ（無限責任組合員）となると、
５％ルールに抵触するため少額出資しかできない。銀行本体で、管理運営ができ
るＧＰ（無限責任組合員）について、地域活性化ファンドを組成する場合に限り、
５％ルールを撤廃していただきたい。

【提案理由】
現状、地域活性化ファンドを組成する際、銀行は、ＧＰとしてファンドに出資を行い
つつ管理・運営を行う場合と、ＬＰとしてファンド出資のみを行う場合がある。このう
ちＧＰは、独占禁止法および銀行法の議決権保有規制（５％ルール）の規制対象と
なっており出資額が限定されるため、その額以上に出資を希望する際には、銀行
の関連会社（連結子会社であるリース会社、ベンチャーキャピタル等）がＧＰとなり
管理・運営を行ない、銀行はＬＰとして出資のみを行う場合が多い。この関連会社
では、専門知識を持った人員が不足していることから、積極的にファンドを組成す
ることが難しい要因となっている。
現状、銀行本体から関連会社に転籍する等の対応をとっているが、そうした人材
は銀行本体での損失となる。また、新たに関連会社を設立するに際して多大な時
間と労力が必要となるため、中小の金融機関では設立することを断念してしまうと
いった事象も想定される。
　ＧＰによる出資は地域貢献を目指すファンドへのものであり、ファンドの投資先の
事業者に対する事業支配が生じたり、これと結び付きが生じたりすることは想定さ
れず、ＬＰが出資する場面同様、独占禁止法11条により規制すべき場面ではない
と考える。また、ファンドの運用が困難となり、銀行経営の健全性を損なう事態も想
定し難い。
　規制緩和の許容性という点では、現状、銀行の子会社がＧＰとなることができると
ころ、仮にファンドの運営に支障をきたす事態が発生した場合、結果として親会社
の経営等の健全性にも影響が及ぶこととなるのであり、本規制緩和により、新たに
健全性に及ぼすリスクが増加するわけではない。事業支配の点についても同様の
ことが言える。
　現行規制は、銀行による事業支配力の過度な集中の未然防止や、銀行が本業
以外の事業により健全性を損なうことがないようにするためと解されるが、地域活
性化ファンド組成に限れば、規制の実効性は十分に確保されると考えられる。ま
た、出資に係る規制が緩和されれば、銀行が、ファンドの管理・運営面と資金面の
両面で関与することが可能となり、ファンド組成の活性化が期待できる。

（一社）日
本経済団
体連合会

公正取引委
員会
金融庁

【公正取引委員会】
独占禁止法第11条第１項では、銀行業又は保険業を営む会社（以下「銀行等」とい
う。）が他の国内の会社の株式に係る議決権（以下単に「議決権」という。）をその総株
主の議決権の５％（保険業を営む会社にあっては10％。以下同じ。）を超えて有するこ
ととなる場合における議決権の保有等を規制しています。ただし、同項第４号により、
銀行等が投資事業有限責任組合の有限責任組合員（以下単に「有限責任組合員」と
いう。）となり、組合財産として株式を取得等することにより議決権を保有等する場合に
ついては、同項の適用が除外されています。 しかしながら、有限責任組合員が議決権
を行使することができる場合、議決権の行使について有限責任組合員が投資事業有
限責任組合の無限責任組合員（以下単に「無限責任組合員」という。）に指図を行うこ
とができる場合及び当該議決権を有することとなつた日から政令（独占禁止法施行令
第17条）で定める期間（10年）を超えて当該議決権を保有する場合については同項が
適用されるため（同項第４号ただし書）、これらに該当する場合には、あらかじめ公正
取引委員会の認可を受ける必要があります（同項ただし書）。 無限責任組合員による
議決権の保有等は、同項の適用除外に該当しないため、他の国内の会社の総株主の
議決権の５％を超えて保有等する場合には、あらかじめ公正取引委員会の認可を受
ける必要があり（同項ただし書）、認可制度の運用において、銀行等による当該議決
権の保有等の必要性、当該議決権の保有等による銀行等の事業支配力増大のおそ
れの有無及びその程度、並びに株式発行会社の属する市場における競争への影響
を考慮して、認可の可否が判断されることとなります。
【金融庁】
銀行の一般事業会社の議決権の保有については、上限規制（銀行本体とその子会社
で合算５％以下）が課せられています。

独占禁止法第９条
銀行法第16条の４

元年
9月27日

地域活性化ファン
ドに限定した５％
ルールの要件緩和

　信託勘定で保有する議決権が信託法等の法令に基づき信託の目的に従って受益者
の利益のために行使するものであること等の信託勘定の特性については、現行の規
定においても既に考慮されており、１年間は認可を要せずに総株主の議決権の100分
の５を超える議決権を保有することが認められているとともに、認可を受ければ１年を
超えて保有することが可能です。
　加えて、提案者の要望内容も踏まえて、公正取引委員会は、「独占禁止法第11条の
規定による銀行又は保険会社の議決権の保有等の認可についての考え方」を改定
し、信託勘定で保有する議決権について、認可要件の一部を廃止するとともに、認可
に当たって期限を付さないこととするなど、規制を大幅に緩和したところです（平成26
年４月）。
　一方で、信託勘定で保有する議決権の行使と銀行勘定で保有する議決権の行使が
別個に行われる体制の確保については、法令上、これが担保されているものではあり
ません。当該体制が確保されていないことによって信託銀行が事業会社と結び付くこ
とによる競争上の問題の発生のおそれの有無は、認可制度を通じて審査される必要
があります。

（一社）日
本経済団
体連合会

公正取引委
員会

　独占禁止法第11条第１項では、銀行業又は保険業を営む会社が他の国内の会社の
株式に係る議決権（以下単に「議決権」という。）をその総株主の議決権の５％（保険
業を営む会社にあっては10％）を超えて有することとなる場合における議決権の保有
等を規制しています。ただし、同項第３号により、金銭又は有価証券の信託に係る信
託財産として株式を取得等することによる議決権の保有等（信託勘定での議決権の保
有）については、同項の適用が除外されています。
　同条第２項では、第１項第３号の場合にあっては、信託銀行が委託者又は受益者か
ら指図を受けず議決権を行使できるような場合に限り、他の国内の会社の議決権をそ
の総株主の議決権の５％を超えて有することとなった日から１年を超えて当該議決権
を保有しようとするときは、あらかじめ公正取引委員会の認可を受けなければならない
とされています。
　この制限を超過する信託勘定での議決権の保有は、認可制度の運用において、信
託勘定で保有する議決権が銀行勘定で保有するものとは別個に行使され、かつ、こ
れを担保するための社内体制の整備がされていること等の要件を満たせば、期限を
付さず認められます。

独占禁止法第11条 対応不可

【提案の具体的内容】
独占禁止法第11条に定める銀行に対する議決権保有規制につき、信託銀行が信
託勘定で保有する株式に係る議決権（委託者等が議決権を行使できる場合等を
除く。以下同じ。）について、規制の対象から除外していただきたい。

【提案理由】
独占禁止法第11条に定める議決権保有規制については、平成26年4月1日付「独
占禁止法第11条の規定による銀行又は保険会社の議決権の保有等の認可につ
いての考え方」（以下、ガイドライン）の改正により、信託銀行が信託勘定で保有す
る株式に係る議決権について、認可要件の一部撤廃等の認可条件が緩和された
ものの、依然事務負荷および信託勘定に係る株式に対する機動的・効率的な運用
への支障が残ることから、更なる緩和をお願いするもの。
　独占禁止法第11条は、「事業支配力の過度の集中の防止」および「競争上の問
題の発生の防止」の観点から、豊富な資金量を有し、融資を通じて他の会社に大
きな影響力を及ぼし得る銀行および保険会社に対して、株式に係る議決権の保有
規制を課している（信託銀行は銀行勘定と信託勘定で保有する株式に係る議決権
を合算し５％以内）。
　信託勘定で保有する株式に係る議決権は、委託者又は受益者が指図を行うこと
ができるものを除き、信託銀行が自己の意思に基づき行使することができるが、信
託法等の法令に則り信託の目的に従って受益者の利益のために行使するもので
あり、その行使結果を公表している。また、銀行勘定で保有する株式に係る議決権
とは分別して議決権行使を行う態勢を整えている。それにより、信託銀行の銀行勘
定が信託勘定を利用して事業会社と結び付くことによる競争上の問題の発生のお
それはない。
　一方で、当該規制を遵守するためには、銀行勘定・信託勘定間で部門の分離を
図っているにもかかわらず、銀行勘定・信託勘定それぞれで保有する株式に係る
議決権数の合計、および議決権を新たに保有する場合だけでなく発行会社の資本
政策（自己株式の取得等）によっても変動する議決権保有割合を管理する必要が
あり、そのための事務負荷、システム・ルール等の整備負担には重いものがある。
　また、ガイドライン改正により認可要件は緩和されたものの、信託銀行が信託勘
定で保有する株式に係る議決権が当該規制の対象から除外されない限り、依然、
認可が得られず、信託銀行が信託勘定で運用する株式について意図しないタイミ
ングでの処分を余儀なくされるリスクがあることから、認可申請が必要とならない範
囲内での株式の取得にとどめる、すなわち、一部の株式の取得を断念せざるを得
ず、受益者の利益の極大化を図ることの障害になりかねない。
　以上の趣旨を踏まえ、信託銀行が信託勘定で保有する株式に係る議決権につ
き、独占禁止法第11条に定める銀行に対する議決権保有規制の対象から除外し
ていただきたい。
　信託勘定に係る株式に対する機動的・効率的な運用への支障が解消されること
で、受益者の利益の極大化に資すると考えられる。また、受託者における議決権
保有割合管理の事務負荷の効果も期待できる。

対応不可

【公正取引委員会】
独占禁止法第11条の規制の趣旨は、銀行等による事業支配力の過度の集中を防止
することにあります。有限責任組合員は、出資先の事業支配を目的とするものではな
く、その成長発展を支援することを通じて自らキャピタル・ゲインを得ることを目的とし
ていることから、独占禁止法が禁ずる他社の事業支配の可能性は通常認められず、
同条第１項第４号に基づき同項の適用を除外している一方、銀行等が無限責任組合
員となる場合については、事業支配が認められるため、同項が適用されます。 このよ
うな事情を踏まえると、銀行が地域活性化ファンドの無限責任組合員として他の国内
の会社の議決権をその総株主の議決権の５％を超えて保有等しようとする場合、当該
保有等による事業支配力増大の有無等について、認可制度を通じて審査される必要
があります。
【金融庁】
銀行法上の５％ルールは、銀行が本業以外の事業を行うことにより、経営や財務の健
全性を損なうことがないようにする他業禁止の趣旨の徹底を図るために設けられてい
るものです。この点、地域活性化ファンドへ出資する場合であっても同様に、銀行の経
営等の健全性を損なうおそれがあると考えられるため、当該規制を撤廃することは困
難です。

なお、銀行本体がファンドの無限責任組合員として、ファンド業務に従事することは、
銀行の業務範囲規制に抵触する可能性があります。
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更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等 対応の
分類

対応の概要

ワーキン
グ・グルー
プにおける
処理方針

提案
主体

所管
官庁

所管省庁の検討結果
規制改革
推進会議
における
再検討項
目

受付番号 受付日
所管省庁
への検討
要請日

内閣府で
の回答取
りまとめ

日

提案事項 提案の具体的内容等

※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。

◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項

○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

※「ワーキング・グループにおける処理方針」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、各ワーキング・グループが以下のとおり判断したものです。

◎：各ＷＧで既に検討中又は検討を行う事項

○：所管省庁に再検討を要請(「◎」に該当するものを除く)する事項

△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

◎

独占禁止法第11条
銀行法第16条の
２、第16条の４
銀行法施行規則第
17条の２、第17条
の７の３

検討に着
手

【公正取引委員会】
提案のうち公正取引委員会に関係する要望は、（C）事業再生会社の議決権の取得・
保有のみですが、銀行による事業再生会社の議決権保有に係る制限（５％ルール）の
緩和について、「規制改革実施計画」（令和元年６月21日 閣議決定）を踏まえ，「独占
禁止法第１１条の規定による銀行又は保険会社の議決権の保有等の認可についての
考え方」及び「債務の株式化に係る独占禁止法第１１条の規定による認可についての
考え方」の改正（案）を令和元年８月７日に公表しました。
【金融庁】
地域金融機関による企業の事業承継や事業再生等における支援を目的とする議決
権保有制限（５％ルール）の緩和について、「規制改革実施計画」（令和元年６月21日
閣議決定）を踏まえ、銀行法施行規則の改正（案）を同年８月７日に公表しました。
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議決権保有制限
（いわゆる「５％
ルール」）の緩和に
向けた要望

１．地域経済の現状と課題
我が国は本格的な少子高齢化・人口減少時代を迎え、東京一極集中の傾向が継続しています。東京
圏への転入超過数の大半は若年層であり、地方の生産年齢人口の減少は顕著です。そのような中、
地域の経済動向をみると、雇用・所得環境の改善は続いているものの、消費や生産といった経済活
動には地域間でばらつきがあります。
また、高齢化の進展とともに、後継者難、求人難、人件費高騰など、いわゆる「人手不足」による企業
の倒産・廃業が増加しています。特に、これまで地域経済をけん引してきた中小企業においても、経
営者の後継者問題が大きな課題となっています。また、中小企業の多くを占めるサービス業の労働
生産性は他産業と比べて低く、その生産性向上が喫緊の課題とされています（注１）。

　（注１）中小企業庁「2018年版中小企業白書」参照。
　　中小企業経営者から地方銀行に寄せられる相談についても、従来からの「資金調達」「財務内容
改善」「販路開拓」に加えて、近時は「事業承継」「生産性向上」などが増加しています。

２．地方銀行の取組み
地方銀行は、「金融仲介」「信用創造」「決済」といった金融機能を長年にわたり地域に提供してきまし
た。そして、地域経済の浮沈を自らのビジネスに重ね合わせ、地域の金融インフラとして地域と共生
してきました。例えば、事業再生支援は、銀行が長年にわたって蓄積してきた産業に関する情報や
様々なネットワークを活用し、能動的な償却・引当等銀行自らもリスクを取ることによって地域経済の
安定を目指す取組みです。
地域経済の現状に鑑みれば、今後その役割はより重要性を増し、企業のライフステージに応じた課
題解決を積極的に支えること、つまり地域の中小企業の様々なニーズに対して金融サービスやコン
サルティング機能を適切かつ十分に提供することが求められています。そのために、現在「事業性評
価」に基づく融資や本業支援を積極的に実施するとともに、それを支える態勢整備と人材育成にも努
めています（注２）。

　（注２）金融庁金融研究センター ディスカッションペーパー（2018年９月）において、「地域金融機関
には、これまで以上に金融仲介機能を発揮し、地域企業への成長の後押しや経営改善・生産性の向
上等、企業価値向上に資するアドバイスやファイナンスを行うことが求められている。（中略）その一
環として、（中略）"事業性評価"が注目されており、事業性評価の概念は多くの地域金融機関に認識
されつつある」とされている。
　中小企業の経営改善や地域の産業再編を通じた生産性向上、ひいては地域経済の活性化を目指
して、地方銀行は取引先企業をはじめとするステークホルダーの皆様方のビジネスパートナーとして
「地域の課題」を共有し、その解決に向けてより一層の努力を続けます。

３．規制緩和に向けた要望
地方銀行は、地域経済活性化に向けた取組みの過程において、融資のほか、株式等の取得や保有
を求められることがあります。
しかしながら、銀行とその子会社が、国内の会社の議決権を合算して、基準議決権数（総議決権の
５％）を超えて取得・保有することは、原則として禁止（いわゆる「５％ルール」）されています。
地域活性化事業会社や事業再生会社に対する出資については、例外措置が設けられ、５％超の議
決権保有が可能とされていますが、対象となる会社や保有可能期間が限定的であるため、お客様か
らの要請に十分に応えられていません。
また、投資事業有限責任組合（ファンド）を通じた場合は、保有対象や期間の制限がなく、５％超の議
決権保有が可能とされていますが、短期間で高収益を上げることが期待される傾向があり、時間をか
けた企業支援に取り組むことが難しいことも少なくありません。
こうした問題に対応するため、議決権の取得・保有について、以下のとおり「５％ルール」の例外措置
の拡充を要望します。本規制緩和により、銀行が中小企業と事業リスクをシェアし、ビジネスパート
ナーとして一段と踏み込んだ対応が可能となるほか、取引先企業・地域の意向を十分に反映した継
続的な支援が可能となると考えます。

　(a) 地域活性化事業会社の議決権
　　　現在、「地域の活性化に資すると認められる事業を行う会社」の議決権については、地域経済活
性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）が関与する案件で、かつ投資専門子会社を通じて保有する場合に限り、10
年間、40％未満の保有が認められています。
　　　ＲＥＶＩＣが関与する案件以外にも、多くの会社が地域経済活性化に資する事業を行っています。
また、ＲＥＶＩＣは2026年３月末までの時限的組織であることを考慮する必要があります。
このため、ＲＥＶＩＣが関与する案件以外にも、地域経済活性化に資する事業を行う会社の議決権を幅
広く保有できるよう、投資専門子会社経由での例外措置の対象の拡充を求めます。例えば、複数の
地元企業が参画する案件（地域経済の面的活性化に資する案件等）、銀行等以外の第三者が関与
する案件、第三者の関与による事業計画が策定されている案件については例外措置の対象とすべき
と考えます。
　(b) 事業承継にかかる議決権
「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）」によると、「2025年までに70歳を超える中小企業・小
規模事業者の経営者は約245万人であり、うち約半数の127万人の後継者が未定である。（中略）現
状を放置し、中小企業の廃業が急増すると、10年間の累計で約650万人の雇用、約22兆円のＧＤＰが
失われるおそれがある」とされており、事業承継対策はわが国経済の喫緊の課題となっています。
事業承継を検討している経営者からは銀行に対し、円滑な事業承継を行うため相続等に伴い分散す
る株式を集約してほしいといった要望や、後継者が育つまで、安定株主になってほしいという要望が
寄せられています。
　　　こうしたニーズに応えつつ事業承継の円滑化に資する観点から、投資専門子会社を通じて、
100％までの議決権保有を可能とする例外措置の新設を求めます。なお、保有年数に限定を付すと
すれば、５年間以上とすべきと考えます。
　(c) 事業再生会社の議決権の取得・保有
　　　現在、銀行等が事業再生会社の議決権を保有する場合、裁判所が関与する案件（注３）であれ
ば、原則３年間、中小企業は５年間、100％までの議決権保有を認める例外措置が設けられていま
す。
　　（注３）ＤＥＳにより株式を取得する場合については、事業再生ＡＤＲ案件も含む。
　　　しかしながら、地域の実態をみると、中小企業の再生案件においては、中小企業再生支援協議
会が関与する案件や私的整理ガイドラインによる私的再生案件が多く、再生期間に10年程度を要す
ることも少なくありません。
　　　裁判所が関与する案件でなくとも、銀行等以外の第三者が関与する案件で銀行等の出資を織り
込んだ事業再生計画が策定されている会社を対象とする例外措置の新設を求めます。あわせて、中
小企業の議決権を保有する場合の保有期間を10年間に延長することを求めます。

４．結び　～地域経済活性化に向けて
　　地方銀行は常に地域経済と共生関係にあり、地域経済の持続的成長にコミットすることが地方銀
行の存在意義であるとも言えます。そのためにも、地域産業を支える中小企業との強い結びつきを持
ちつつ、継続的に支援していくことが不可欠です。
　　本稿における規制緩和によって、中小企業との更なる関係強化と継続的な支援が可能となり、積
極的な中小企業支援をはじめとする「地域の課題解決」につながるものと考えます。
　　地方銀行としても、態勢高度化や人材育成等、地域経済活性化に向けた更なる能力向上に努め
ます。

（一社）全
国地方銀
行協会

公正取引委
員会
金融庁

【公正取引委員会】
独占禁止法第11条第１項では、銀行業又は保険業を営む会社が他の国内の会社の
株式に係る議決権（以下単に「議決権」という。）をその総株主の議決権の５％（保険
業を営む会社にあっては10％）を超えて有することとなる場合における議決権の保有
等を規制しています。ただし、同項ただし書により、銀行が事業再生会社の議決権を
保有等をするにあたり、あらかじめ公正取引委員会の認可を受けた場合については、
同項の適用が除外されています。
　同項の適用除外については，「独占禁止法第11条の規定による銀行又は保険会社
の議決権の保有等の認可についての考え方」（平成14年11月12日公正取引委員会）
において，銀行が事業再生会社の議決権の５％を超えて保有等をする場合，裁判所
等が関与する案件であれば，原則３年間（中小企業は原則５年間）を限度として認可
することされています。
【金融庁】
銀行の一般事業会社の議決権の保有については、上限規制（銀行本体とその子会社
で合算５％以下）が課せられています。
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